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伊佐治好生

ロンドン

NRIヨーロッパの
これまでと今後の展開

設立からこれまでの経緯

1　設立の経緯、バブル期までの
拡大期
NRIヨーロッパの前身となるロ

ンドン事務所は、旧野村総合研究
所が金融市場調査を行う際に研究
員を駐在させるため、1972年11
月に設立されている。

現在まで40年以上の長い間、市
場や事業環境の大きな変化を受け
ながら、会社の主要業務や組織・
体制は大きく変移してきた。

1970年代後半から80年代は、
日本企業のユーロ債券発行ブーム
に乗り、事業を大きく拡大した野
村證券ロンドン現地法人（以下、
野村ロンドン）、および野村證券
の欧州大陸拠点の業務支援のため
に、金融市場調査部門の体制を増
強し、またシステム部門を設立し
て、徐々に当地での体制を増強し
てきた。当時のシステム部門は、
旧野村コンピュータシステムが日

本で開発したコンピューターシス
テム（日本株式の受発注システム
の端末・ネットワーク機器や現地
会計処理用パッケージシステムな
ど）の維持・運用管理や、顧客対
応であった。

そのころのエピソードとして
は、1986年のロンドン金融街シテ
ィー（以下、シティー）の金融ビ
ッグバン（証券市場改革）を機に、
野村ロンドンがロンドン証券取引
所の会員となり、英国株式や英国
債券のマーケットメークやブロー
カレージ業務を開始した時のこと
がある。

それまでは日本株式の受発注
システムなど、日本で開発したシ
ステムをロンドンへ輸出して、当
地で運用、維持管理する形態であ
った。この時は日本では経験のな
い英国ローカルの業務であり、当
地のITベンダーが提供するパッ
ケージシステムの導入、カスタマ
イズの推進、一部システム開発を

実行するために、それまでの日本
人主体の体制から現地社員（英国
人）主体のシステム開発、サポー
ト体制を構築することが必須であ
った。また、ロンドン郊外に大規
模なデータセンターを構築するな
ど、ローカルビジネスを支援でき
るシステム部門として陣容を拡大
し、システムインフラを整備した。
このことがNRIヨーロッパの現地
化が急速に進んだトリガーとな
り、まさに、NRIヨーロッパにと
ってのビックバンにもなった。

1990年代初頭に起きた日本の
バブル崩壊までは、野村證券の欧
州域でのビジネス拡大に平仄を合
わせ、野村総合研究所（NRI）は
ロンドンに加え、チューリヒ、フ
ランクフルトにも現地法人を設立
した。また、ルクセンブルクなど
現法がない国でも、野村證券の拠
点に日本からNRIの派遣社員を駐
在させるなど、拠点ネットワーク
を大幅に拡張させた時期であった。
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1990年代の後半には、野村ロ
ンドンの基幹システムを全面刷新
するという大規模システム開発プ
ロジェクトが立ち上がり、ピーク
時にはNRIヨーロッパのシステム
部門が500人を超える規模にまで
膨れ上がった。メインフレーム中
心のIT（情報技術）からUnixサ
ーバーなど当時の新技術基盤を大
幅に取り入れ、システムの柔軟性
とコスト削減を目指した戦略的プ
ロジェクトとして、当時、シティ
ーで大変な注目を集めた。

2　野村證券向け事業からの転換
1997年、野村證券経営陣の強

い要請により、NRIヨーロッパの
市場調査部門とシステム部門を野
村ロンドンへ移管することで、野
村ロンドンが両部門を内製化し
た。この移管により、NRIヨーロ
ッパの両部門に所属する現地社員
数百人が転籍となった。このこと
が、NRIヨーロッパの事業に対す
る大きなターニングポイントとな
った。

その後、野村アセットマネジメ
ントロンドン現法（以下、NAM-
UK）で本社主導のグローバルプ
ロジェクトが立ち上がり、2009年
にNAM-UKが海外拠点で最初に
グローバルシステムを導入した。
NRIヨーロッパは上記プロジェク
トにおいて、ロンドン側のプロジ
ェクト管理、システム導入支援を
担当し、現在までNAM-UKのIT

サポートを継続している。それに
加え、最近10年間ほどはルクセン
ブルクなどの日系資産管理会社向
けのITマネジメント支援、およ
び欧州域の金融・IT業界の動向
に関するNRI本社向け調査活動へ
業務領域をシフトしてきている。

1　ロンドンの近況
筆者は2015年 5 月に当地に着

任し、 2 度目のロンドン勤務に就
いている。前回の赴任は約20年前
で、前述の野村證券向けシステム
事業の最盛期にチームリーダーと
して 6 年間経験した。当時と比較
して今回のロンドンについて感じ
ることを挙げてみたい。

街の活気はどうであろうか。約
20年前からロンドンは世界有数の
観光都市であったが、バッキンガ
ム宮殿周辺の観光スポットや、リ
ージェントストリートなどのショ
ッピング街は、当時以上の観光客
に圧倒される。土日やホリデーシ
ーズンともなると、ロンドンの広
い歩道が人で埋め尽くされる。ま
た、2012年に開催されたロンドン
オリンピックの影響もあると思わ
れるが、東京ほどではないにしろ、
建物や歩道など街が以前より綺麗
になり、コーヒーショップの店員
のサービスも向上するといったよ
うに、さらに観光地化が進んでい

る。なお、アジア人観光客の主役
が日本人から中国人に代わった。

経済や景気はどうであろうか。
2015年の英国のGDP成長率予測
は、EU（欧州連合）圏ではドイ
ツに次いで高く、 2 ％後半であ
る。失業率も主要国ではドイツに
次いで低い。シティーの金融グロ
ーバルプレーヤーの収益力も回復
している。リーマンショック、そ
の後のロンドン銀行間取引金利

（LIBOR）不正操作による金融不
祥事の影響を乗り越え、今年はリ
ーマンショック前の水準に回復し
たと聞いている。

好景気がトリガーとなった問
題も起きている。中東やアフリカ
から、多数の難民がフランス北部
の都市カレーを経て英仏海峡トン
ネルを通るトラックに紛れて、英
国への不法入国を試みている。彼
らは就労機会や社会保障の恩恵を
求めて国境を越えてきている。現
在、このような不法移民が、英国
のみならずEU域内で大きな社会
問題となっていることは、日本で
も大きく報道されており、周知の
通りであろう。

ロンドンの物価は約20年前も
相当高かったと記憶しているが、
日本がデフレで物価が下がったこ
とや円安の影響もあるのだが、現
在、日本と比べて 2 〜 3 倍の感覚
である。ちなみにラーメンは一杯
2300円前後が相場である。それに
伴い、人件費やオフィスなど不動

ロンドン、
NRIヨーロッパの現状
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をめどに、欧州域での事業基盤の
強化とプレゼンスの向上を図りた
いと考えている。

近年、欧州ではEUの発足・拡大、
統一通貨ユーロの導入など、歴史
的、政治的に大きな動きがあり注
目を集めた。最近ではギリシャの
財政破綻、英国のEU離脱を問う
国民投票の動きなど、EUの政治、
経済の課題もクローズアップされ
明るい話題ばかりではない。しか
し、金融機関のグローバル・オペ
レーションは今後ますます拡大す
るであろうし、中東、アフリカを
含めたEMEA（Europe, the Mid-
dle East and Africa）域の重要性
や、地域統括機能としてのシティ
ーの戦略性はますます高まるので
はないかと予想する。

そんな中、日系金融機関は、近
年までバブル崩壊後の長期不況、
デフレの影響により海外市場、特
に欧州、米国での減速、後退が顕
著であった。最近になりLIBOR
に関する金融不祥事の影響で、欧
米系金融機関が大きなダメージを
受け存在感を低下させる中、アベ
ノミクスによる日本経済の立ち直
りを受け、日系金融機関、特にメ
ガバンクグループが欧州域で事業
展開を活発化させている。

今年は中国経済の低迷が顕著

ービス事業へシフトさせるため
に、銀行系や資産運用系のITサ
ービス、ソリューション提供に向
け、体制の増強に踏み出している。

有望分野と考えているのは、日
系金融機関の中でも欧州域で幅広
く事業展開しているメガバンクグ
ループの、地域統括機能を持つIT
部門に対するITマネジメント支
援、ITサービス提供と、従前より
継続している資産管理会社向けの
ITマネジメント支援、ITサービ
ス提供である。特にルクセンブル
ク市場では、日系資産管理銀行で
日本の外国籍投信のファンドカス
トディ業務が活発に行われてお
り、シティーと比べると規模は小
さいが、有望な市場である。NRI
ヨーロッパでは、2013年にルクセ
ンブルク支店を開設し、15年 7 月
から日本から派遣社員を駐在させ
て本格的に事業を開始している。

現在はロンドン、ルクセンブル
クとも日本人中心に日系企業へ
ITサービスを提供しているが、
今後、サービス範囲や事業規模を
拡大させるために、現地社員の採
用や現地パートナー企業の活用を
積極的に進めていきたい。また、
インドなどのオフショアリソース
を利用したシステム開発、サービ
ス提供などと組み合わせ、品質と
コストのバランスが取れた、他社
に真似できないNRIならではのIT
サービスを欧州域で展開していき
たい。これにより、今後 2 〜 3 年

産費も上昇したためビジネス運営
コストに耐え切れず、ロンドンで
対応が必要な業務・機能以外は、
コストが比較的安いアイルランド
などの周辺国へ移管したり、イン
ドのオフショア拠点へ業務をアウ
トソースしたりする動きが続いて
いる。

シティーは現在も国際金融セ
ンターとしてニューヨークに次ぐ
2 番目の地位を維持し、欧州域内
の金融統括拠点機能を担ってい
る。今年の金融グローバルプレー
ヤーによるIT投資額の予想では、
欧州域もアジアや北米ほどではな
いが上昇基調である。

2　NRIヨーロッパの新たな取り
組み
前述の通り、NRIヨーロッパの

主要業務は、野村ロンドンへ野村
證券向けサービス体制（市場調査
部門、システム部門）を移管後、
最近の10年間は、欧州域の金融・
IT業界動向に関するNRI本社向け
の調査活動が中心となり、いわば
NRI本社の金融IT調査部門におけ
る出先機関的な位置づけの拠点で
あった。

2015年度より、NRIの次期経営
ビジョン（Vision2022）の達成に
向け、NRIヨーロッパでも金融グ
ローバルIT事業を大幅に拡大す
ることを目指している。具体的に
は、中核業務を金融IT関連の調
査活動から、金融機関向けITサ

ヨーロッパの今後と
日本企業（金融機関）の展望
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スを提供する側（ITベンダー）
に対して、24時間でのサポート体
制、高いシステム管理能力が求め
られる。当社は先行する欧米系、
インド系大手IT企業との競合に
おいて、現時点では勝ち目がない。

今後、グローバルベースで実績
が豊富な競合他社に打ち勝って顧
客を獲得するためには、先行する
他社との業務・資本提携を積極的
に進めなければならない。他社と
の提携による事業拡大の成否が、
NRIの金融グローバルIT事業の成
長を大きく左右するといっても過
言ではない。

NRIヨーロッパは、これまでの
金融IT関連の調査活動で培った
ノウハウ、人材を活かし、金融グ
ローバルITビジネスを拡大させ
る上で、NRIヨーロッパがその中
核的な役割を担うよう事業体制の
強化や顧客基盤の拡大へ舵を切っ
ていきたい。

伊佐治好生（いさじよしお）

NRIヨーロッパ社長

とである。そのた
めには、日本と同
様、顧客に満足し
ていただける成果
を出し続けること
以外にはないので
はと考えている。
基本に忠実に、以
下の対応を愚直に
実行していきたい。

①顧客の課題解決に向けた対
策の検討を現地（ロンドン）
だけの限られたリソースで
行うのではなく、日本本社の
リソース、ノウハウをフルに
活用する

②欧米系、インド系のIT企業
では提供できない、日本では
当たり前である品質やサー
ビスレベルを理解し、実現し
ていくプロジェクト管理能
力を最大限武器にする

③顧客の課題解決の手段とし
て、当社単独では十分な成果
を期待できない場合は、他社
との協業を積極的に選択する

2 〜 3 年後、現在の 5 倍程度
の事業規模に成長することを目標
に、日系金融機関へのアプローチ
を開始している。

2　将来への布石
グローバル・オペレーションを

展開する欧米系金融機関のITイ
ンフラ、システムは、グローバル
ベースで標準化しており、サービ

になり、トヨタなど日本の製造業
もアジアから欧米へビジネスの軸
足を徐々にシフトしており、それ
に呼応して日系金融機関も欧米拠
点機能の体制増強、および地域統
括機能の強化が急務となっている。

NRIヨーロッパの今後の展開

1　NRIヨーロッパの戦略
先日、シティーのある金融機関

のシステム部門長から聞いた話
だ。その人は、現地社員（主に英
国人）を中心に、数百人体制で欧
州域内のIT関連の新規プロジェク
トから保守・運用まで担当している。

いわく、「現地社員は個人のス
キルや経験は日本人と比較しても
遜色ない、またはそれ以上の場合
もあるが、英国人の思考や行動に
は個人主義が根底にあり、組織プ
レーは得意でない。そのため、日
本からの派遣社員がチーム間・個
人間の溝を埋める動きをしなけれ
ばならない。その負荷が大変大き
い。その点を補完できる、現地社
員に引けをとらない高い専門性
と、日本で実績があるプロジェク
ト推進能力、マネジメント能力を
持つ要員を提供できるNRIヨーロ
ッパに、大きな期待を持っている」
と。

NRIヨーロッパの当面のターゲ
ットは、欧州域において日系金融
機関向けにITサービス事業を拡
大し、プレゼンスを向上させるこ


